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第２章 ごみ処理基本計画 

１ 基本理念                                  

 「北広島市総合計画（第 6 次）」で示されたまちづくりのテーマである“自然と創造の調和

した豊かな都市”を目指していくためには、環境政策の面から、「循環型社会形成推進基本法」

の基本理念である「天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が可能なかぎり低減される循環

型社会の実現」を目指す必要があります。そのためには、市民、事業者、行政の３者が役割

分担のもと、連携・協働して環境に配慮した具体的な行動を起こすことが最も重要です。 

 以上を踏まえ、本計画における基本理念を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“自然と創造の調和した豊かな都市”を目指し、市民、事業者、行政が 

協働・連携し、一体となって「循環型社会」の実現を目指します。 
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２ 基本方針                                  

 「北広島市総合計画（第 6 次）」における分野別計画では、“住みよい環境にかこまれたま

ち”に位置づけられ、廃棄物に関する基本的方向を「ごみの減量化とリサイクルを推進する

ため、集団資源回収の促進やリサイクル意識の高揚を図り、ごみの適正処理を進める」、「ボ

ールパークの開業に向けて、ごみ処理に関する関係機関との協議を進める」、「最終処分場周

辺の延命化を図るとともに、最終処分場周辺の環境整備に取り組む」、「容器包装リサイクル

法などに基づく分別収集を行うほか、新たにリサイクル可能な資源物の分別、収集方法や拠

点回収の充実を図る」、「広域による可燃ごみの処理に向けて、各種実施体制を整備する」と

しています。 

 以上を踏まえ本計画における基本方針を定めます。また、これらの方針の推進により達成

される SDGｓ（持続可能な開発目標）を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015 年「持続可能な開発に関するサミット」において、2030 年までに目指す

べき 17 の目標を定めた「持続可能な開発目標 SDGｓ（Sustainable Development 

Goals）」が新しい世界の目標として採択されました。地球上の「誰一人取り残さ

ない（leave no one behind）」ことを誓っていて、発展途上国のみならず、先進国

自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものなので、日本として、また本市と

しても積極的に取り組む必要があります。 

SDGｓとは？ 
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 家庭や事業所から排出されるごみの減量化・資源化を進める取組により、３R をさらに推

進し、環境保全と経済活動が調和した持続可能な循環型社会の推進を目指します。 

 

 

 

 

 周辺市町との広域処理の実現へ向けた協議を進め、更なるごみの適正な処理・処分を推進

し、環境負荷の低減に取り組みます。また、最終処分場の延命化に努めるとともに、既存の

最終処分場の嵩上げや新たな最終処分場の確保を検討します。 

 

 

 

 

市民・事業者・行政それぞれの役割と責任を明らかにし、互いに協働・連携して、わかり

やすい目標のもと、ごみの減量化、資源化に向けて積極的に行動できる仕組みを構築します。 

 

 

 

 

 市民と協働した美化運動や、廃棄物パトロールの監視強化による不法投棄対策を進め、清

潔なまちづくりを推進します。 

 

 

 

 

 すべての市民・事業者が環境問題に関する情報を共有し、環境にやさしいライフスタイル

や事業スタイルが実践できるよう、ごみ処理に係る情報を積極的に提供するとともに、幅広

い世代での環境教育・環境学習の場や機会を提供するほか、小中学校での環境教育の実施に

より、次世代の循環型社会の担い手を育みます。 

 

 

 

 

基本方針１ ： ３R のより一層の推進 

基本方針２ ： 環境負荷の少ない効率的で 

安定した処理、処分の推進 

基本方針４ ： きれいなまちづくりの推進 

基本方針５ ： 情報発信と環境教育・環境学習の充実 

基本方針３ ： 市民・事業者・行政の 

パートナーシップ構築 
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３ 計画目標                                   

 本計画では、計画期間内にごみ処理システムが大きく変化することから、焼却処理が始ま

る前の令和５年度までと、焼却処理が始まる令和 6 年度から計画目標年度である令和８年

度までの２つの年度における目標を設定します。 

 

〇令和３年度～令和５年度における目標 

 

 

 

 家庭系ごみの排出量は平成 31 年度実績で 12,391ｔ/年、１人１日あたりの家庭系ごみ排

出量は 582ｇ/人・日でした。令和５年度までに１人１日あたりの家庭系ごみ排出量 560ｇ/

人・日以下（排出量：11,425ｔ/年）に減量することを目指します。 

 

 

 

 

 事業系ごみの排出量は平成 31 年度実績で 5,500ｔ/年でした。北海道ボールパーク F ビレ

ッジの開業等により事業系ごみの増加が見込まれることから、令和 5 年度における事業系

ごみ排出量の増加を平成 31 年度比の 105％未満（5,615ｔ/年）に抑えることを目指します。 

 

 

 

 

 生ごみの収集量は平成 31 年度実績で 1,757ｔ/年（家庭系生ごみ 1,369ｔ、事業系生ごみ

388ｔ）でした。令和５年度の生ごみ収集量を平成 31 年度比の 150％以上の 2,641ｔ/年（家

庭系生ごみ 1,705ｔ、事業系生ごみ 936ｔ）に増加させることを目指します。 

 

 

 

 

 最終処分量は平成 31 年度実績値で 15,494ｔ/年でした。令和 5 年度までに最終処分量を

平成 31 年度比 90％以下の 13,833ｔ/年に減量させることを目指します。 

 

 

 

（１） １人１日あたり家庭系ごみ排出量 ： 560ｇ/人・日以下に減量する 

 

（２） 事業系ごみ排出量 ： 105％未満（平成 31 年度比）に抑える 

 

（３） 生ごみ収集量 ： 150％以上（平成 31 年度比）に増加させる 

 

（４） 最終処分量 ： 90％以下（平成 31 年度比）に減量する 
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〇令和 6 年度～令和８年度における目標 

 

 

 

 家庭系ごみの排出量は平成 31 年度実績で 12,391ｔ/年、１人１日あたりの家庭系ごみ排

出量は 582ｇ/人・日でした。令和８年度までに１人１日あたりの家庭系ごみ排出量 550ｇ/

人・日以下に減量することを目指します。 

※１人１日あたり 32ｇの減量が必要であり、Ａ４用紙１枚が約５ｇなので、Ａ４用紙７枚程度の減量が目標となります。 

 

 

 

 

 事業系ごみの排出量は平成 31 年度実績で 5,500ｔ/年でした。令和５年の北海道ボールパ

ーク F ビレッジ等の開業により事業系ごみの増加が見込まれることから、令和８年度にお

ける事業系ごみ排出量の増加を平成 31 年度比の 105％未満（5,615ｔ/年）に抑えることを

目指します。 

 

 

 

 

 生ごみの収集量は平成 31 年度実績で 1,757ｔ/年（家庭系生ごみ 1,369ｔ、事業系生ごみ

388ｔ）でした。市民・事業者と協力・協働し、令和 8 年度までに生ごみの収集量を平成 31

年度比の 150％以上の 2,715ｔ/年（家庭系生ごみ 1,779ｔ、事業系生ごみ 936ｔ）に増加さ

せることを目指します。 

 

 

 

 

 焼却対象ごみ排出量は平成 31 年度推計値で 13,741ｔ/年（家庭系焼却対象ごみ 8,314ｔ、

事業系焼却対象ごみ 4,805ｔ、中間処理残渣 623ｔ ※現在は埋立処分を行っているため推

計値）でした。令和 6 年度から広域での焼却処理へと処理方法が変わることから、令和 8 年

度の焼却対象ごみを平成31年度比85％以下の11,378ｔ/年（家庭系焼却対象ごみ6,381ｔ、

事業系埋立対象ごみ 4,121ｔ、中間処理残渣 876ｔ）に減量させることを目指します。 

※焼却対象ごみの種類は今後変更される可能性があるため、変更があった場合は適宜目標値も変更することとします 

 

 

（１） １人１日あたり家庭系ごみ排出量 ： 550ｇ/人・日以下に減量する 

 

（２） 事業系ごみ排出量 ： 105％未満（平成 31 年度比）に抑える 

 

（３） 生ごみ収集量 ： 150％以上（平成 31 年度比）に増加させる 

 

（４） 焼却対象ごみ排出量 ： 85％以下（平成 31 年度比）に減量する 
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４ 市民・事業者・行政の役割                        

 ごみの減量化・資源化を図るためには、市民・事業者・行政の役割と責任を明確に示し、

それぞれの役割に応じた取組を確実に実践するとともに、協調して、一体的に推進する必要

があります。このため、目標達成に向けた各実施主体の具体的な役割を示し、取組を強化し

ていきます。 

 

（１）市民の役割 

  市民は、ごみの排出者であるという自覚・責任を持ち、自らの生活様式を見直し、ごみ

の排出抑制やリサイクルに努めることが大切です。そして、ごみ問題に対する関心と理解

を深めるため、環境学習や環境活動、循環型のまちづくりを推進する取組に積極的に参

加・協力することが求められます。 

 

（２）事業者の役割 

  事業者は、事業活動に伴って生じるごみの排出抑制に努め、自らの責任において適正に

処理する必要があります。また、生産・製造・サービス提供など、あらゆる過程において

製品やサービス等がごみにならないよう配慮することや、環境活動への参加、行政施策へ

の協力が求められます。 

 

（３）行政の役割 

  市は、一般廃棄物の統括的な処理責任者として、適正処理を推進するため、計画の策定、

目標の設定を行い、安定したごみ処理体制を整備・維持します。また、市民や事業者がご

みの排出抑制やリサイクルに向けた行動を円滑に行えるよう、情報提供などによる啓発

を行うとともに、自主・自発的活動を促進し、市民・事業者との連携による循環型のまち

づくりに積極的に取り組みます。 
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５ 施策の体系                                  

基本理念の実現に向け、基本方針を設定し、各施策を展開します。 

 

基本方針１ ３R のより一層の推進  

（１） 集団資源回収の奨励 

（２） 生ごみのバイオガス化処理 

（３） ミックスペーパー（雑紙類）の資源化 

（４） 資源ごみの分別収集 

（５） コンポスト及び電動生ごみ処理機の購入助成 

（６） 拠点回収の促進 

（７） 粗大ごみの再利用 

（８） イベントごみの分別 

（９） 朝のごみステーションの啓発活動 

（10） その他３R に関する活動の奨励 

 

基本方針２ 環境負荷の少ない効率的で安定した処理、処分の推進  

（１） 処理困難物の適正な処理の推進 

（２） 紙おむつ使用者へのごみ袋助成 

（３） ごみ出し困難者への支援 

（４） 広域での焼却処理に向けた分別区分の変更 

（５） ごみ処理手数料の適正化 

（６） 中継施設建設の検討とクリーンセンター内レイアウトの見直し 

（７） 最終処分場の整備 

（８） 事業系ごみの展開検査の実施 

（９） 災害廃棄物処理計画の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 



51 

 

基本方針３ 市民・事業者・行政のパートナーシップ構築  

（１） ごみステーションの管理 

（２） 大規模建築物の事業所訪問指導の実施 

（３） 環境に関する市民団体との協働 

（４） 市民アンケートの実施 

（５） 食品ロスの削減 

 

基本方針４ きれいなまちづくりの推進  

（１） 不適正排出対策の実施 

（２） 市内一斉清掃の実施 

（３） 最終処分場周辺の環境保全 

（４） 不法投棄対策の実施 

（５） 効率的で経済的な収集運搬体制の構築 

（６） バイオマスプラスチックを用いた指定ごみ袋の作製 

 

基本方針５ 情報発信と環境学習の充実  

（１） 出前講座の実施 

（２） ごみ通信の発行 

（３） 転入者に対する啓発 

（４） ごみ分別アプリの導入 
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６ 基本方針に基づく施策の実践                           

基本方針１ ３R のより一層の推進  

 

（１）集団資源回収の奨励 

地域の町内会等が行う集団資源回収は、最終処分場に埋め立てられるごみの減量とリ

サイクル意識の向上に大きな効果があるとともに、地域コミュニティの活性化にも寄与

する事業であるため、奨励金を交付し、資源回収の促進を図ります。 

 

（２）生ごみのバイオガス化処理 

最終処分場の延命化や食品残渣のリサイクルのため、生ごみを分別収集し、下水処理セ

ンターでバイオガス化処理を行います。発生したメタンガスは、施設内の燃料として使用

し、乾燥させた残渣は、乾燥おでい肥料として市内農家や市民に販売し、緑農地還元しま

す。 

 

（３）ミックスペーパー（雑紙類）の資源化 

家庭から排出されたミックスペーパーを拠点回収し、リサイクルします。拠点の拡大や、

住民集会所での回収など市民が利用しやすい収集方法を検討します。 

事業系ミックスペーパーの回収は、事業者への戸別訪問による指導や、より効率的な回

収方法について検討します。 

 

（４）資源ごみの分別収集 

紙製容器包装ごみ、段ボール、紙パック、新聞紙、雑誌、プラスチック製容器包装ごみ、

びん・缶・ペットボトル、枝木（7、10 月のみ）を無料で収集し、リサイクルします。 

 

（５）コンポスト及び電動生ごみ処理機の購入助成 

家庭から排出される生ごみの自家処理を促進するため、コンポスト及び電動生ごみ処

理機の購入者に対して助成します。 

 

（６）拠点回収の促進 

古着・古布、小型家電、廃食用油、ミックスペーパーを公共施設等で拠点回収します。 

 

（７）粗大ごみの再利用 

粗大ごみとして排出されたものの中から、まだ使用できる家具や自転車に簡易的な修

繕を加え、リユース品として安価で販売します。 
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（８）イベントごみの分別 

多量のごみが発生するお祭り等のイベント会場でのごみの分別を行います。 

 

（９）朝のごみステーションの啓発活動 

ごみステーションを管理する町内会等からの適正排出についての報告書等を基にして、

朝のごみ出しの時間帯に分別状況の悪いごみステーションにおいて、適正な分別やルー

ルの確認等の啓発活動を行います。 

 

（10）その他３R に関する活動の奨励 

環境負荷に配慮したリサイクル製品などのグリーン購入や、使用したものを再利用す

るフリーマーケットなど、更なる３R の促進に寄与する活動を奨励します。 

 

 

基本方針２ 環境負荷の少ない効率的で安定した処理、処分の推進  

 

（１）処理困難物の適正な処理の推進 

乾電池や蛍光管等の有害ごみ、家電４品目の対象品、パソコン、二輪車、感染性一般廃

棄物等の特別管理一般廃棄物など、市では処理することができないごみの適正な処理を

推進するため、回収業者や処理方法についての情報発信を行います。 

 

（２）紙おむつ使用者へのごみ袋助成 

減量努力が困難な紙おむつを使用する乳幼児や高齢者等のいる世帯に対し、一定数の

ごみ袋を助成します。 

 

（３）ごみ出し困難者への支援 

高齢者や身体に障がいのある方など、ごみステーションまでごみを運ぶことが困難な

市民を対象とした庭先収集を行います。 

 

（４）広域処理での焼却処理に向けた分別区分の変更 

可燃ごみと不燃ごみを分別するため、分別区分の変更を行います。また、広域化に伴い、

更なる減量化・資源化のためのごみ分別区分について検討します。 

 

（５）ごみ処理手数料の適正化 

人件費の上昇や消費税の増税に加え、焼却施設の稼働開始により、ごみ処理経費の増加

が見込まれることから、負担の公平化等のため、ごみ処理手数料の適正化を検討します。 
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（６）中継施設建設の検討とクリーンセンター内レイアウトの見直し 

令和６年度からの焼却処理の開始に伴い、ごみの運搬する距離と時間が長くなること

から、効率性と経済性を考慮した中継施設の建設を検討します。また、管理棟の老朽化や

クリーンセンター内の混雑回避、安全確保などに対応するため、クリーンセンター内レイ

アウトの見直しを検討します。 

 

（７）最終処分場の整備 

令和６年度から広域での焼却処理が開始され、埋め立てるごみの種類や量が変化する

など、最終処分場を取り巻く環境が大きく変化するため、新たな最終処分場の整備や、既

存の最終処分場の嵩上げなど、最終処分場の安定的な確保について検討します。 

 

（８）事業系ごみの展開検査の実施 

最終処分場の延命化のため、クリーンセンターにおいて、事業系ごみに不適物が混入し

ていないかを確認する展開検査を定期的に行い、適正な排出を指導します。 

 

（９）災害廃棄物処理計画の策定 

  災害時に発生する廃棄物を適正かつ迅速に処理する体制を整備しておく必要があるこ

とから、災害廃棄物処理計画を策定します。 

 

 

基本方針３ 市民・事業者・行政のパートナーシップ構築  

 

（１）ごみステーションの管理 

ごみの適正排出による収集効率の向上と、ごみステーションの衛生的な管理を図るた

め、町内会等にごみステーションの整備に係る費用の一部を補助します。 

また、不適正ごみの排出抑制のため、町内会等が自ら管理するごみステーションを日常

的に巡回し、状況報告をしていただく適正排出協力事業を実施するとともに、協力町内会

等との意見交換会を開催し、市民と行政の対話の場を設けます。 

 

（２）大規模建築物の事業所訪問指導の実施 

北広島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例によって、事業系廃棄物の減量及び適正

な処理に関する計画書等の提出が義務づけられている大規模建築物の所有者について、

計画書等の内容から、分別品目や、分別方法の改善を目的とした事業所訪問指導を行いま

す。 
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（３）環境に関する市民団体との協働 

市民団体との協働により、リサイクル等に関する講習会や見学研修会などの啓発事業

を実施します。 

 

（４）市民アンケートの実施 

ごみの分別やリサイクルに関する意識、収集方法等に関する市民アンケートを定期的

に行い、集計結果の施策への反映について検討します。 

 

（５）食品ロスの削減 

食品ロスを削減するため、市民、飲食店等の事業者への啓発や、小学生を対象としたエ

コクッキング（規格外品の使用や地産地消を意識した調理）を行います。また市民や事業

者と連携し、周知、普及拡大方法について検討します。 

 

基本方針４ きれいなまちづくりの推進  

 

（１）不適正排出対策の実施 

ごみステーションの管理状況の確認や、ごみ出しルールの周知啓発のため、廃棄物パト

ロール員によるごみステーションのパトロールを行います。また、ごみステーションにお

いて不適正排出が確認された場合、収集しない理由を示したシールを貼るなど、不適正排

出者へ注意を促します。 

 

（２）市内一斉清掃の実施 

市内一斉清掃の日を定め、ボランティア袋の配布によるごみ拾いを行い、地域の美化運

動を推進します。 

 

（３）最終処分場周辺の環境保全 

最終処分場の周辺環境の改善のため、処分場周辺の清掃や有害鳥獣の駆除、周辺に居住

する住民等が実施する鳥獣被害防除に対し補助金を交付します。また、悪臭や騒音等の調

査を行い、周辺環境の保全を図ります。 

 

（４）不法投棄対策の実施 

不法投棄を防止するため、市内各所に啓発用のぼり旗を設置します。また、パトロール

を行い、市有地における不法投棄物の回収を行います。 
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（５）効率的で経済的な収集運搬体制の構築 

  広域での焼却処理に向けて、新たな分別区分により、曜日ごとの収集量を平準化するな

ど効率的で経済的な収集運搬体制を構築するとともに、土曜日収集の廃止など収集業務

における労働環境の改善による安定的な収集運搬業務の継続についても検討を行います。 

 

（６）バイオマスプラスチックを用いた指定ごみ袋の作製 

  海洋プラスチックを減少させる等の環境負荷軽減の観点から、石油由来プラスチック

から、バイオマス由来のプラスチックへの転換が求められているため、バイオマスプラ

スチック製の指定ごみ袋の導入を検討します。 

 

基本方針５ 情報発信と環境学習の充実  

 

（１）出前講座の実施 

小学生や町内会、市民団体を対象として、出前講座や施設見学会を開催し、市民がごみ

に対しての問題を認識できる場を設けます。 

 

（２）ごみ通信の発行 

ごみに関する情報発信を行うため、定期的に「き・た・ひ・ろごみ通信」を発行します。 

 

（３）転入者に対する啓発 

ごみの排出方法や処理方法は自治体によって異なることから、転入者に対し、ごみ分別

冊子と指定ごみ袋を詰め合わせた「転入者セット」を配布することで、ごみ分別のルール

について啓発を行います。 

 

（４）ごみ分別アプリの導入 

比較的ごみの分別意識が低いとされている若年層や、外国人への情報発信の強化とし

て、ごみ分別アプリの導入を検討します。 
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図２-１１ 人口予測 

※出典：「国立社会保障・人口問題研究所」 

７ ごみ排出量の予測                                  

（１）人口予測 

  人口の将来予測は、国立社会保障・人口問題研究所による推計結果を採用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人】 

【年度】 

57,339 
56,870 

56,401 
55,932 

55,463 
54,990 

54,445 
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表２-２６ 実績値から算出したごみ総排出量の予測 

（２）実績値から算出したごみ総排出量の予測 

過去５年間の実績値から推計したごみ総排出量の見込みを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人 57,339 56,870 56,401 55,932 55,463 54,990 54,445

ｇ/人・日 585 582 579 577 576 573 571

ｇ/人・日 487 485 482 480 480 478 476

ｔ 12,233 12,085 11,923 11,774 11,659 11,511 11,346

ｔ 6,667 6,533 6,399 6,265

ｔ 1,575 1,600 1,625 1,650 1,508 1,530 1,553

ｔ 168 170 173

ｔ 6,225 6,098 5,970

ｔ 375 368 361

ｔ 1,345 1,335 1,312 1,301 1,278 1,267 1,244

ｔ 172 171 169 168 166 165 163

ｔ 423 423 423 422

ｔ 1,902 1,876 1,850 1,824 1,797 1,771 1,744

ｔ 221 219 218 216 215 213 212

ｔ 631 626 620 615 610 605 599

ｔ 179 174 168 163 157 152 146

ｔ 6 6 5 5 5 5 4

ｔ 73 68 62 57 52 47 41

ｔ 793 784 776 767 759 750 742

ｔ 6 6 6 5 5 5 4

ｔ 143 142 140 139 138 136 135

ｔ 2,027 1,927 1,827 1,727 1,627 1,527 1,427

ｔ 288 303 305 303 301 299 297

ｔ 210 225 226 224 222 220 218

ｔ 3 3 4 4 4 4 4

ｔ 40 40 40 40 40 40 40

ｔ 35 35 35 35 35 35 35

ｔ 5,223 4,873 4,982 6,133 6,133 6,133 6,133

ｔ 4,829 4,476 4,581 5,728

ｔ 5,170 5,170 5,170

ｔ 408 408 408

ｔ 50 50 50

ｔ 393 396 400 404 404 404 404

ｔ 100 100 100

ｔ 1 1 1 1 1 1 1

ｔ 250 450 250 450 150 350 150

ｔ 0 0 0

ｔ 250 450 250 450 150 350 150

ｔ 83 95 89 101 95 108 102

ｔ 20,103 19,733 19,375 20,487 19,965 19,927 19,454排出量合計

事業系ごみ排出量

普通ごみ

可燃ごみ

不燃ごみ

埋立ごみ

生ごみ

枝木

資源ごみ

産業廃棄物

可燃対象

埋立対象

不法投棄

枝木

集団資源回収

拠点回収

ミックスペーパー

廃食用油

古着・古布

小型家電

プラスチック製

容器包装

ダンボール

紙パック

新聞・雑誌

びん・缶・

ペットボトル

有害ごみ

紙製容器包装

行政区域内人口

１人１日あたりの

家庭系ごみ排出量

１人１日あたりの資源ごみを

除く家庭系ごみ排出量

家庭系ごみ排出量

普通ごみ

自己搬入

自己搬入不燃ごみ

可燃ごみ

不燃ごみ

生ごみ

粗大ごみ

破砕しないごみ

資源ごみ
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表２-２７ 各種施策実施時におけるごみ総排出量の予測 

（３）減量化・資源化の目標達成におけるごみ総排出量の予測 

  基本方針に基づく施策の影響を考慮したごみ総排出量の見込みを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人 57,339 56,870 56,401 55,932 55,463 54,990 54,445

ｇ/人・日 585 576 568 560 550 550 549

ｇ/人・日 487 479 471 463 454 454 454

ｔ 12,233 11,964 11,695 11,425 11,136 11,030 10,910

ｔ 6,667 6,574 6,225 5,876

ｔ 1,575 1,308 1,297 1,286 1,165 1,155 1,143

ｔ 111 110 109

ｔ 5,435 5,389 5,336

ｔ 507 503 498

ｔ 1,345 1,465 1,585 1,705 1,812 1,796 1,779

ｔ 172 171 169 168 166 165 163

ｔ 423 423 423 422

ｔ 1,902 1,876 1,850 1,824 1,797 1,771 1,744

ｔ 221 219 218 216 215 213 212

ｔ 631 626 620 615 610 605 599

ｔ 179 174 168 163 157 152 146

ｔ 6 6 5 5 5 5 4

ｔ 73 68 62 57 52 47 41

ｔ 793 784 776 767 759 750 742

ｔ 6 6 6 5 5 5 4

ｔ 143 142 140 139 138 136 135

ｔ 2,122 2,104 2,087 2,069 2,052 2,035 2,014

ｔ 298 318 333 331 329 326 324

ｔ 220 240 254 252 250 247 245

ｔ 3 3 4 4 4 4 4

ｔ 40 40 40 40 40 40 40

ｔ 35 35 35 35 35 35 35

ｔ 5,223 4,860 4,811 5,615 5,615 5,615 5,615

ｔ 4,829 4,252 4,123 4,678

ｔ 4,121 4,121 4,121

ｔ 408 408 408

ｔ 50 50 50

ｔ 393 607 687 936 936 936 936

ｔ 100 100 100

ｔ 1 1 1 1 1 1 1

ｔ 250 450 250 450 150 350 150

ｔ 0 0 0

ｔ 250 450 250 450 150 350 150

ｔ 75 74 73 73 72 71 71

ｔ 20,200 19,771 19,249 19,963 19,354 19,428 19,084

拠点回収

ミックスペーパー

廃食用油

古着・古布

小型家電

埋立ごみ

枝木

事業系ごみ排出量

普通ごみ

可燃ごみ

不燃ごみ

生ごみ

資源ごみ

産業廃棄物

可燃対象

埋立対象

排出量合計

不法投棄

集団資源回収

粗大ごみ

破砕しないごみ

資源ごみ

紙製容器包装

プラスチック製

容器包装

ダンボール

紙パック

新聞・雑誌

びん・缶・

ペットボトル

有害ごみ

枝木

行政区域内人口

１人１日あたりの

家庭系ごみ排出量

家庭系ごみ排出量

普通ごみ

自己搬入

可燃ごみ

不燃ごみ

生ごみ

１人１日あたりの資源ごみを

除く家庭系ごみ排出量

自己搬入不燃ごみ
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表２-２８ ごみ分別区分（案） 

８ 分別区分計画                                

（１）分別区分の検討 

現在検討している今後のごみ分別区分案を示します。 

令和６年度の焼却処理開始に伴い、家庭系ごみは、「普通ごみ」「破砕しないごみ」か

ら「可燃ごみ」「不燃ごみ」へと変更されます。事業系ごみは、「普通ごみ」から「可燃

ごみ」「不燃ごみ」「埋立ごみ」の３つに分けられます。燃やすことのできないごみ全て

を不燃ごみとして埋め立てるのではなく、そのまま埋め立てる「埋立ごみ」と、破砕し

て可燃部分と不燃部分に分離して処理する「不燃ごみ」に分けることを検討しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

古着・古布 古着・古布

廃食用油 廃食用油

小型家電 小型家電

ミックスペーパー ミックスペーパー

資源ごみ

生ごみ

枝木

埋立ごみ

事

業

系

普通ごみ

事

業

系

可燃ごみ

資源ごみ 不燃ごみ

生ごみ

枝木

枝木 枝木

危険ごみ 危険ごみ

拠点回収 拠点回収

粗大ごみ 粗大ごみ

生ごみ 生ごみ

有害ごみ 有害ごみ

現在のごみ分別 令和6年度からのごみ分別

家

庭

系

普通ごみ

家

庭

系

可燃ごみ

破砕しないごみ 不燃ごみ

資源ごみ 資源ごみ
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表２-２９ 収集運搬量の推計 

９ 収集運搬計画                                  

（１）収集運搬方法の検討 

  現在は市内を６つのエリアに分け、それらのエリアを「月・木地区」「火・金地区」「水・

土地区」の３地区に分類し、それぞれのごみステーションから週に２回の頻度で回収をし

ています。粗大ごみは、エリアごとに月に１度の頻度で戸別収集しています。 

今後、土曜日の収集を廃止することや、曜日ごとの回収品目について検討します。 

 

（２）収集運搬量 

  基本方針に基づく施策実施時の収集運搬量の見通しを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）特別管理一般廃棄物 

  「廃棄物処理法」では、爆発性、毒性、感染性及びその他の人の健康、または生活環境

に悪影響を及ぼす恐れがある廃棄物が特別管理一般廃棄物に指定されており、排出事業

者や製造業者が回収・処理します。 

 

（４）適正処理困難物 

  クリーンセンターでは処理のできない処理困難物（タイヤ、バッテリー、ガスボンベ等）

については、製造業者、販売店等が自主回収により処理します。 

  また、家電リサイクル法対象品目のテレビ、エアコン、洗濯機・衣類乾燥機、冷蔵庫・

冷凍庫やパソコン、バイク・スクーターについてはそれぞれ関係リサイクル法や自主取組

みによる二輪リサイクルシステムなどに基づくリサイクルルートを活用します。 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

10,658 10,656 10,398 10,139 9,860 9,766 9,658

普通ごみ 6,667 6,574 6,225 5,876

可燃ごみ 5,435 5,389 5,336

不燃ごみ 507 503 498

生ごみ 1,345 1,465 1,585 1,705 1,812 1,796 1,779

粗大ごみ 172 171 169 168 166 165 163

破砕しないごみ 423 423 423 422

資源ごみ 1,902 1,876 1,850 1,824 1,797 1,771 1,744

有害ごみ 6 6 6 5 5 5 4

枝木 143 142 140 139 138 136 135

項目（ｔ）

家庭系ごみ収集量
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表２-３０ 破砕処理量の推計 

表２-３１ 資源化処理量の推計 

１０ 中間処理計画                                 

（１）中間処理方法の検討 

  現在は、資源リサイクルセンターで実施している粗大ごみの破砕・選別処理と資源ごみ

の資源化及び下水処理センターの生ごみバイオガス化処理を中間処理の主体として、ご

みの適正処理を推進しており、今後も継続していきます。 

また、広域での焼却処理開始に伴い、可燃ごみをクリーンセンターに設置した中継施設

で圧縮し、大型車へ積み替えて千歳市の焼却施設まで運搬することを検討します。 

 

現在の中間処理対象物 

① 粗大ごみ ： 資源リサイクルセンターで破砕選別処理を行い、金属類の回収と 

破砕物の減容化 

② 資源ごみ ： 資源リサイクルセンターで選別・圧縮・保管し、再資源化 

③ 生ごみ  ： 下水処理センターでバイオガス化処理 

 

焼却開始後の中間処理対象物（案） 

① 粗大ごみ ： 資源リサイクルセンターで破砕選別処理を行い、金属類の回収と 

不燃ごみ  破砕物の減容化 

② 資源ごみ ： 資源リサイクルセンターで選別・圧縮・保管し、再資源化 

③ 生ごみ  ： 下水処理センターでバイオガス化処理 

④ 可燃ごみ ： 中継施設で圧縮を行い、積み替え運搬し広域の処理施設で焼却処理 

 

（２）中間処理量 

  基本方針に基づく施策実施時の中間処理量の見通しを処理方法ごとに示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

270 268 267 266 779 774 769

破砕鉄くず出荷量 11 11 11 11 111 111 110

破砕処理残渣 259 258 256 255 668 663 659

項目（ｔ）

破砕処理量

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

1,903 1,877 1,851 1,825 1,761 1,730 1,698

資源出荷量 1,523 1,502 1,480 1,460 1,401 1,376 1,349

資源選別残渣 381 375 370 365 360 354 349

項目（ｔ）

資源化処理量
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表２-３２ バイオガス化処理量の推計 

表２-３３ 焼却処理量の推計 

表２-３４ 最終処分量の推計 

の推計 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 最終処分計画                                   

（１）最終処分計画 

  現在使用している最終処分場への埋立対象物と焼却処理開始後の埋立対象物を示しま

す。焼却処理に伴い発生する焼却灰の処分は、最終処分場において埋立処分する方法や、

民間処理施設に運搬し、セメント資源化処理を行う方法が考えられますが、環境負荷やコ

ストなど様々な観点からより良い処理方法について検討します。 

 

現在の埋立対象物    ： 普通ごみ、破砕しないごみ、危険ごみ、産業廃棄物、 

生ごみ処理残渣、粗大ごみ処理残渣、資源ごみ処理残渣、 

不法投棄等処理困難物 

 

焼却開始後の埋立対象物 ： 不燃ごみ、危険ごみ、埋立ごみ、産業廃棄物、焼却灰、 

生ごみ処理残渣、不法投棄等処理困難物 

 

（２）最終処分量 

  基本方針に基づく施策実施時の最終処分量の見通しを示します。 

 

 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

14,702 14,026 13,371 13,833 3,059 3,243 3,024

家庭系ごみ 8,561 8,203 7,843 7,484 326 323 320

事業系ごみ 4,829 4,252 4,123 4,678 260 260 260

産業廃棄物 250 450 250 450 150 350 150

中間処理残渣 987 1,048 1,081 1,148 683 679 674

焼却処理残渣 1,568 1,560 1,550

不法投棄 75 74 73 73 72 71 71

項目（ｔ）

最終処分量

R6 R7 R8

11,515 11,451 11,378

家庭系可燃ごみ 6,500 6,445 6,381

事業系可燃ごみ 4,121 4,121 4,121

中間処理残渣 894 886 876

1,568 1,560 1,550

項目（ｔ）

焼却処理量

焼却処理残渣

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

1,738 2,072 2,272 2,641 2,747 2,732 2,714

家庭系生ごみ搬入量 1,345 1,465 1,585 1,705 1,812 1,796 1,779

事業系生ごみ搬入量 393 607 687 936 936 936 936

348 414 454 528 549 546 543

1,390 1,658 1,818 2,113 2,198 2,186 2,171

項目（ｔ）

生ごみ搬入量合計

残渣量

バイオガス化処理量
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表２-３５ 焼却施設稼働までのスケジュール 

の推計 

１２ ごみ処理施設の整備に関する計画                      

（１）最終処分場の整備 

  平成 27 年度から使用している第６期最終処分場は埋立予定期間を 10 年間として整備

しましたが、建設時の計画量を超える量のごみが排出されているため、令和４年度には埋

立が終了する見込みとなっています。令和６年度から広域での焼却処理が開始され、埋め

立てるごみの対象が変化していくなど、最終処分場を取り巻く環境が大きく変化してお

り、道央廃棄物処理組合による広域の最終処分場の整備の検討を含めた、新たな処分場の

整備や、既存の最終処分場の嵩上げなど、より良い処分方法について検討します。 

 

（２）中間処理施設の整備 

令和６年度から稼働開始が予定されている焼却施設の建設地は千歳市であり、これま

での運搬に比べ、距離、時間が長くなることから、運搬効率を上げ、経済的なメリットを

創出するため、中継施設の建設を検討します。また、中継施設の建設に伴い、管理棟の老

朽化や計量に伴う経路の明瞭化など様々な課題を抱えるクリーンセンター内レイアウト

の見直しを検討します。 

 

１３ ごみ処理の広域化に関する計画                      

（１）焼却施設稼働までのスケジュール 

令和６年度から稼働開始が予定されている焼却施設の稼働までのスケジュールを示し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6

実施設計

造成工事

プラント建設工事

外構工事

施設稼働


